
現地機関見直しの再編実施案の概要

再編実施案の主な内容と実施案による現地機関の数

現地機関

・

※

※

・中野・飯山所を統合〔北信建設事務所〕
※

※

・

・佐久・上田所を統合〔東信教育事務所〕

※ 庁舎は現佐久保健所小諸支所

・伊那・飯田所を統合〔南信教育事務所〕
※

※

農学部-松代
（H22.4.1実施予定）

研修部-小諸

・

・

（注）｢現行所数｣、｢再編実施後所数｣における地方事務所福祉課欄の数値は、保健所と重複するので含まない。

3所

62所18支所等 56所10支所等

教育事務所

3所
3所体制は維持し、用地業務は近隣建設事務所へ集
約

農業関係
試験場

計

5所＋1支所　

4教育事務所＋1事務所6教育事務所

5試験場+2支場

5所＋1支所　

農学部-松代･小諸
研修部-小諸

7試験場+1支場

農業総合試験場と農事試験場を統合〔農業試験場〕

野菜花き試験場を中信農業試験場に移転統合し、松
代は北信支場

10所＋1支所　　　　

10所＋2支所　　　　

14建設事務所＋3事務所

4所分室、駐在は本所に統合

現状維持

農学部は松代に集約

中野庁舎に中野事務所、飯山庁舎に飯山事務所
設置（維持管理業務対応）

安曇野・千曲・須坂所は特定業務（建設業許可、用
地、計画調査）を松本･長野所に集約し、職員の兼
務対応

庁舎は伊那合庁

飯田合庁に飯田事務所設置（学校管理等対応）

庁舎は北信合庁

保健福祉事務所の設置
（地方事務所福祉課と保健所を統合）

支所は本所に統合
 ※阿南支所存置

支所は本所に統合
 ※小海・阿南支所存置

南佐久・佐久所を統合〔佐久建設事務所〕

庁舎は現南佐久所庁舎

家畜保健
衛生所

砂防事務所

農業大学校

労政事務所

建設事務所

農業改良
普及ｾﾝﾀｰ

地方事務所
福祉課

（福祉事務所）

保健所

4所＋1分室＋1駐在

現行所数 再編案の主な内容 再編実施後所数

10保健福祉事務所
10地事福祉課
10保健所

10所＋6支所

10所＋8支所

16建設事務所

佐久合庁に佐久北部事務所設置（維持管理業務対応)



１　現地機関見直し答申及び再編実施案 最　　　終
H20.11.21

現地機関

・ ・

・ ・

１０地方事務所福祉課 ・ 10保健福祉事務所の設置
・

１０保健所
・ ・ 保健福祉事務所長は保健所長又は福祉事務所長が兼務

・

１０所＋６支所 ・ 10所＋１支所　　　　
小諸支所 阿南支所　

阿南支所 ・ 原則として支所は本所に統合

安曇野支所 ・ ・ 阿南支所は時間距離を考慮し存置

千曲支所

須坂支所

中野支所

１０所＋８支所 ・ 10所＋２支所　　　
小海支所 小海支所　　　　

駒ヶ根支所 阿南支所　　　

阿南支所 ・ 原則として支所は本所に統合

南木曽支所 ・ ・

安曇野支所

千曲支所

須坂支所

飯山支所

１６建設事務所 ・ 14建設事務所＋３事務所（特定業務は10所に集約）
 南佐久  松本 10建設事務所（現行どおり又は集約する特定業務に対応）

 佐久  安曇野 佐久、上田、諏訪、伊那、飯田

 上田  大町 ・ 木曽、松本、大町、長野、北信

 諏訪  千曲 ３建設事務所（特定業務について兼務職員等による対応）

 伊那  須坂 　<主な実施業務－設計等整備、維持管理、人事、工事事務>

 飯田  中野 安曇野、千曲、須坂

 下伊那南部  長野 ・ 下伊那南部建設事務所（飯田建設事務所に付置）

 木曽  飯山 整備業務を中心に現行どおり

３事務所（維持管理業務担当付置所）佐久北部、中野、飯山

・

・

・

・

４所＋１分室＋１駐在　 ・

　　　　　　諏訪分室 ・ 分室、駐在は本所に統合

　　飯田駐在

５所＋１支所　 ・

 佐久 松本 ・ 現状維持

 伊那 長野

 飯田 　　上田支所

６所 ・ ４教育事務所＋飯田事務所　
 佐久

 上田

 伊那

 飯田 ・ 飯田事務所（南信教育事務所に付置）

 松本 中信教育事務所 （現松本教育事務所）

 長野 北信教育事務所 （現長野教育事務所）

・

・

事務所の存在自体が災害対応などの観点から
地域に安心感を与えていることを考慮すると、
一気の再編は難しく、多少時間をかけることも
必要

専門的知識経験を要する業務に対応できるよ
うにすることなどから、１ブロック１所体制とし、
分室及び駐在は本所への統合が適当

１ブロック１所体制

市を含む広域全体を管轄区域とし、地域の現地機関全体の総
合調整機能を条例上規定

東信教育事務所 (佐久と上田を統合)　事務所は現佐久保健所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 小諸支所

南佐久建設事務所と佐久建設事務所の統合所（佐久建設事務
所）を南佐久庁舎へ設置し、現在の佐久建設事務所を佐久市
及び北佐久地域の維持管理業務を担当する佐久北部事務所
とする

中野建設事務所と飯山建設事務所の統合所（北信建設事務
所）を北信合庁へ設置し、現在の中野、飯山建設事務所をそれ
ぞれ北信建設事務所の維持管理業務を担当する中野事務所、
飯山事務所とする

業務量を勘案し、一部所について管轄区域の見直しによる業
務執行体制の効率化(生活保護)

５所＋１支所鳥インフルエンザ対策等危機管理への迅速な
対応の必要性から、現行の５所１支所体制を維
持することが適当

教育事務所

家畜保健
衛生所

少人数分散配置の職員の体制を集約し、効率
的組織にするとともに、地方事務所農政課等と
の十分な連携を図るため、支所は本所に統合
することが適当

時間距離など地域の特殊事情を考慮すること
が必要

福祉課を保健所と統合して設置する保健福祉事務所の一課と
する

労政事務所

建設事務所

農業改良普
及ｾﾝﾀｰ

４所

危機管理や維持管理業務への対応のため、現在の事務所は
全て存置

一方、業務量の大幅な減少や、1所当たり職員
数が少人数体制となっていることから、危機管
理体制を考慮しつつ、専門性確保の観点から、
地域性に配慮したうえで、特定業務は10所に集
約を検討

小海、阿南支所は農業拠点、時間距離を考慮し存置

行政機構審議会答申（要旨）

保健師業務の機能強化のため、また、市町村
保健師充実により、支所は本所に統合すること
が適当

再編実施案（H21.4.1）

市を含む広域圏全体を管轄区域とし、地域の
現地機関全体の総合調整機能を条例上規定

新たに10所の地方事務所としての「地方事務所設置条例」を制
定

保健分野と福祉分野が、今後より密接な連携
を図っていくようにするため、保健所に統合す
ることが適当

所の統合でなく、生活保護等の業務量の少な
い一部所については、担当職員の配置の集約
化により体制確保を検討

地方事務所

地方事務所
福祉課

（福祉事務所）

保健所

現行

現 地 機 関 見 直 し に つ い て
（現地機関見直しについての答申及び再編実施案）

飯田事務所（南信教育事務所に付置）を設置し、学校管理、生
涯学習を担当する指導主事を配置

南信教育事務所 (伊那と飯田を統合)　事務所は伊那合庁

児童生徒数、学校数が減少している状況や、
教科指導担当の指導主事が相互補完している
現状などを踏まえ、１ブロック１所体制を基本と
することが適当

農業の拠点地域や、時間距離などの地域の特
殊事情を考慮することが必要

へき地校の多さなど地域性を考慮して、学校管
理の支援業務などについて、職員配置など人
的・組織的対応等、サービス低下にならない措
置を検討

安曇野･千曲･須坂建設事務所について、職員兼務等による特
定業務（建設業許可、用地、計画調査）の集約と、計画調査業
務の窓口担当職員の配置を検討

将来的には、圏域のまとまり等の観点から、基
本的には10広域ごとに1所とし、他は維持管理
等を行う支所等とすることが適当

新たに10所の地方事務所としての「地方事務
所設置条例」を制定



４所＋１支所　 ・

岡谷支所 ・

・

農学部-松代･小諸 ・ 農学部-松代（H22.4.1実施予定）　　研修部-小諸
研修部-小諸 ・ 農学部は松代、研修部は小諸で、役割分担

・ 研修部のカリキュラム等の充実強化

７試験場+１支場 ・ ５試験場+２支場
 農業総合試験場 農業試験場

 農事試験場 果樹試験場

 果樹試験場 ・ 野菜花き試験場 (本場（塩尻市）､北信支場､佐久支場)

 野菜花き試験場（佐久支場） 畜産試験場

 畜産試験場 南信農業試験場

 中信農業試験場 ・

 南信農業試験場 ・

３砂防事務所 ・ ３砂防事務所（特定業務は建設事務所との兼務等連携強化）
 犀川砂防事務所 ・ 用地業務は近隣建設事務所との兼務等による連携強化を検討

 姫川砂防事務所

 土尻川砂防事務所

２　審議会における個別議論対象外の機関等の見直し等

 (1)　業務の集約

課税業務－10所で対応
　　　（H22.4.1までに段階的に実施）

徴収業務－10所で対応 ○ 課税業務の集約と調査体制の強化

（地区担当制） ・

○ 徴収業務の効率化と機能の強化

・ ・

・

・

検査課－５所に設置 検査課を２所、病理細菌検査を４所に集約
(理化学検査-５所で対応) ・ 外部委託（水質）も導入しつつ、検査体制を再構築

病理細菌検査－10所で対応 ・ HIV等性感染症については引き続き10所で対応

 (2)　業務の連携

・ 建築課は地方事務所に存置
・ 景観等の建築課の所管する業務と地方事務所の他課の業務と

のつながりの深さや、建設事務所が各広域に１所体制とならな
いことなどを考慮し、地方事務所に存置

賦課徴収業務の一部を基幹事務所に集約等

教育上の配慮と学部としての一体的・効率的運
営の観点から、農学部は松代に集約すること
が適当

その際、地域により気象条件等が異なる本県
の状況から、地域性も考慮した試験研究体制と
することが必要

野菜花き試験場を中信農業試験場に移転統合し、松代は北信
支場とする

国で法律による位置付け等を検討中であり、審
議会として具体的な方向性を示すことは困難

国の制度化や市町村の動きを見つつ、消費生
活条例の運用を含め、的確な組織体制となる
よう努めることが必要

市町村は消費者に最も身近な相談窓口、県は被害情報等の収
集・提供や市町村の支援、補完機能等を担うという役割分担を
勘案し、組織体制の見直しを検討

H20.4.1住宅部と土木部を
統合し建設部を設置した
が、現地機関の建築課は
地方事務所に存置

品種や技術の開発力強化のため、品目別を基
本に、品目の適地性にも考慮した試験研究体
制に再編することが適当

災害の多さや地元の信頼感を考慮し、3所体制
は維持したうえで、一部業務の建設事務所へ
の集約等、効率化を検討

地方事務所
建築課

異なる機関について、関連業務間の連携や業
務執行の効率化を考慮し、統合やその他連携
を深める手法についても検討

特定業務を一部事務所に集約できないかにつ
いて、効率性や業務の専門性の確保の観点か
ら検討

農業総合試験場と農事試験場を、農業試験場として統合する

地方事務所
税務課

砂防事務所

保健所

農業関係
試験場

一部の税目や専門性の高い調査業務等を基幹事務所に集
約

徴収機能強化のため「地区担当制」から滞納整理の段階（初
動・折衝・処分）ごとに分担する「機能分担制」への移行

滞納初期における未収金を圧縮するため「県税収納コール
センター（仮称）」を設置し、集中的な電話催告を実施

大口困難案件等を集約し集中的に処理するため、「県税徴
収対策室（仮称）」を設置（４ブロックに分室を配置）

農業大学校

消費生活セン
ター
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